
背景・目的

事業概要

事業スキーム

化学物質審査規制法（化審法）における規制対象物質の選定、化学
物質排出把握管理促進法（化管法）における届出対象物質の選定、環
境リスク初期評価などの、化学物質対策を推進するために必要となる、
基礎データ（化学物質の残留状況）を得るための調査である。
さらに、国際的な関心が高まっている環境中の医薬品等（PPCPs）
についても実態を調査し対応の必要性を検討する。

環境省内の化学物質管理施策を行っている部署から要望があった物
質について、分析法を開発し、全国各地の一般環境での環境媒体（水
質、底質、大気、生物等）を採取・分析し、調査物質の残留実態を把
握する。
調査結果については、精査・解析を行い、要望を受けた部署に

フィードバックし、各種の化学物質対策関連の施策に活用される。

期待される効果

有害性の高い化学物質の環境汚染状況を速やかに把握することによ
り、環境リスクの評価・管理を促進し、環境リスクを削減させるとと
もに、化学物質による環境汚染の未然防止にもなる。

平成25年度予算
○○百万円

化学物質環境実態調査費及びPRTR制度運用・データ活用事業
（うち化学物質環境実態調査費）

平成29年度予算（案）
469百万円（449百万円）
うち319百万円（319百万円）

事業目的・概要等 イメージ
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結果の報告（施策の検討） （調査等の実施）



○化学物質排出把握管理促進法（化管法）に基づくPRTR制度は、
これまでの「規制的手法」に代わる「情報的手法」として、環境
汚染の未然防止と事業者の自主的な化学物質管理の促進に効果を
上げてきたが、制度の定着に伴い、一層の対策の推進が重要。

○平成28年度より制度見直しに向けた検討経費を計上しているが、
規制改革会議に登録されている規制見直し時期（平成30年度）
を踏まえ、検討を加速していく必要がある。

○WSSD2020目標の達成に加え、2020年オリンピック・パラリン
ピックの開催、2030・2040年代を見据えて必要な対策について
も検討を行う。

事業概要

背景・目的

期待される効果

平成25年度予算
○○百万円

化学物質環境実態調査費及びPRTR制度運用・データ活用事業
（うちPRTR制度運用・データ活用事業）

平成29年度予算（案）
469百万円（449百万円）
うち150百万円（130百万円）

○平成32年（2020）の施行を見据え、平成30年度まで
に制度に係る必要な見直しを行い、WSSD 2020年目標
の達成に貢献。

化管法の制度見直
しに関する検討

○以下のような具体的な観点に着目し、制度見直しの検討を加速化する。
【PRTR制度】施行状況(正確性、自主管理の改善)・対象物質・対象事業者要件・届出事項・未届け事業者に対する対応・

届出排出量等の把握手法・届出外排出量の推計手法・リスクコミュニケーション・多面的利用
【SDS制度】履行状況、GHSとの整合

○検討には、国民・現場行政の期待、諸外国・地方公共団体の動向、事業者にとっての負担と便益等を考慮する。

○検討結果のアウトプットとして、制度の改良に加え、共有情報の充実(分析法、応急措置等)により環境保全上の支障を未然に
防止することも念頭に置く。

○特に対象物質の見直しについては、候補物質や情報源の拡充の必要性を踏まえた選定の検討を行う。

国 事業者

スキーム

（施策の検討） （調査等の実施）

調査の請負発注

結果の報告

【届出排出量・移動量の経年変化】
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※化管法の着実な運用に加え、届出事業者による算出方法の改善やPRTR届出の促進に向けた実態調査を行う。


